
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

施設名

石岡市 水道事業 ―

団体名 業種名 事業名

取組事項 （水道事業）広域化等

●

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

施設管理の
共同化

管理の一体化

検討中 ●

近隣の水道事業体等との水道
統合を目指している。平成17年
度末に新石岡市の「石岡市行
財政改革実施計画集中改革プ
ラン」が策定され，「公営企業
等の経営健全化」を検討するこ
ととなった。平成28年10月の三
村地区簡易水道と湖北水道企
業団の統合後,年に1度進捗状
況等の会議を行っている。

石岡市水道事業(八郷地区）は昭和60年に旧八郷町に複数
あった簡易水道事業の施設と各簡易水道の配管を連結し，上
水道へ転換している。そのため，老朽化した施設の更新，渇水
に対応した水源の確保，分散施設の集中監視・遠方操作シス
テムの構築等，多額の費用を必要とする状況が課題となって
いる。統合に向けて課題の改善を図る必要がある。

月 日

百万円(年)

年

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

施設名

石岡市 下水道事業 公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済 ●
汚水処理施設の

統廃合

農業集落排水（恋瀬地区）の下水
道（特定環境下水・公共下水道）
への接続。
今後も東成井地区や石岡西部地
区の広域化を予定。

平成

●

25 10 1
処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

  ●   

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定    

百万円(年)

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

施設名

石岡市 下水道事業 特定環境保全公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済 ●
汚水処理施設の

統廃合

農業集落排水（恋瀬地区）の下水
道（特定環境下水・公共下水道）
への接続
今後も東成井地区や石岡西部地
区の広域化を予定。

平成

●

25 10 1
処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

  ●   

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定    

百万円(年)

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

施設名

石岡市 下水道事業 農業集落排水施設

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済 ●
汚水処理施設の

統廃合

農業集落排水（恋瀬地区）の下水
道（特定環境下水・公共下水道）
への接続
今後も東成井地区や石岡西部地
区の広域化を予定。

平成

●

25 10 1
処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

  ●   

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定    

百万円(年)

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

施設名

石岡市 駐車場整備事業

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、コロナ禍以前と比べ収入は減少しているが、健全な事業運営が実施できてい
るため、現行の経営体制、手法を継続していく。
　しかし、施設の老朽化も進んでおり、計画的な修繕も必要となってくることから、事業の採算性や必要性、費用対効果
等を適宜検証し、必要があれば今後の経営体制の見直しも検討していく必要がある。

●

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

施設名

石岡市 介護サービス事業 指定介護老人福祉施設 特別養護老人ホームのぞみ

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ● 施設が提供するサービスの専
門性，特殊性，施設の規模等
を勘案して，指定管理者制度
を導入したことにより，安定し
たサービスの提供が図られて
いる。

代行制 利用料金制

実施予定

平成

●  18 9 1

検討中

年 月 日

百万円(年)

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

施設名

石岡市 介護サービス事業 老人短期入所施設 特別養護老人ホームのぞみ

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ● 施設が提供するサービスの専
門性，特殊性，施設の規模等
を勘案して，指定管理者制度
を導入したことにより，安定し
たサービスの提供が図れてい
る。

代行制 利用料金制

実施予定

平成

●  18 9 1

検討中

年 月 日

百万円(年)

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

施設名

石岡市 介護サービス事業 老人デイサービスセンター 特別養護老人ホームのぞみ

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ● 施設が提供するサービスの専
門性，特殊性，施設の規模等
を勘案して，指定管理者制度
を導入したことにより，安定し
たサービスの提供が図られて
いる。

代行制 利用料金制

実施予定

平成

●  18 9 1

検討中

年 月 日

百万円(年)

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


